
1　事業の概要

①　成果目標（H28)

②　事業内容

　一般財源

　県　債

　国庫支出金

　その他

 決　　算　　額（B）

 職員数（人）

 概算人件費 （Ｃ）

信州教育の信頼

回復に向けた行

動計画の実施項

目

項目 H26末

37

人口定着・

確かな暮

らし実現総

合戦略

信州創生の基本方針

施策展開

成果目標の達成状況成果目標の達成状況成果目標の達成状況成果目標の達成状況

行動計画全体の進捗管理、行動支援等を適切に行いながら、提言の趣旨の実現を図る。

1,022 1,022 0

（予算案）

コンプライアンスアドバイザーの設置 直接

県教委が行うコンプライアンス活動等について助言

を受けるため、コンプライアンスアドバイザー(3名)を

委嘱

合計

H27 H28

教職員及び学校の評価制度改善の実施 直接

全ての県立学校（105校）に集計用機器を整備し、

匿名性を担保した授業評価・学校評価を実施

（指摘事項等） （対応）

28予算案28予算案28予算案28予算案

41 45

H29

目標

26年度 27年度 28要求28要求28要求28要求

0.40

3,303

1,011

978 978

（当初）

44 44

事業番号 15 01 02 事業改善シート （28年度実施事業分）　　■当初要求　　□当初予算案　　□補正予算案　　　□点検

事　業　名 教員の資質向上・教育制度改善事業費教員の資質向上・教育制度改善事業費教員の資質向上・教育制度改善事業費教員の資質向上・教育制度改善事業費
担

当

課

部局 教育委員会事務局

課・局・室 教育政策課

総合５か

年計画

プロジェクト  ８-２-２　教育再生プロジェクト E-mail kyoiku@pref.nagano.lg.jp

施策の総合的展開

７-１　子ども一人ひとりの個性や能力を伸ばす学校教育の充実

目指す姿

現状

（予算編成

時）

行動計画全46項目は、既に着手済みであり、全ての項目を実施している。

市町村教育委員会にも県教委の取組を周知し、行動計画をさらに進められるよう支援している。

県が関与

する理由

「教員の資質向上・教育制度あり方検討会議」からの提言を受けて策定した「信州教育の信頼回復に向けた行動計画」（以下「行動計

画」という。）に基づき、学校組織のマネジメントの改善、教員採用や人事評価の見直しなど、新たな教育行政の仕組みづくりを推進し、

大きく揺らいだ信州教育への信頼を早期に回復する。

県でなければ実施不可（内部管理）

【左記の説明、根拠法令等】

地方教育行政の組織及び運営に関する法律

教育公務員特例法

４　安全・安心・信頼の学校づくり 実施期間 H25 ～

県民との協働による実施： 実施は困難

成果目標・

事業内容

（単位：千円）　

項目 実施方法 H28実施内容

（要求）

0 0 0 0

合計（A) 1,022 1,022 0

補正予算

目標 成果 達成状況

H27末

（見込）

H28

指摘事項等への対応

□監査

□決算特別委員会

1,022

1,904

Aの

財源

1,904 1,022

当初予算 1,904 1,022 1,022
予

算

額

前年度繰越

□県民協働による事業改善

要求からの主な変更点

 概算事業費（B（A）+C） 4,314 4,325 4,325 0

3,303 3,303 0

事

 

業

 

コ

 

ス

 

ト

区　　分（単位：千円）

概　算

人件費

0.40 0.40


